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成長可能性に関する説明資料 
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Chapter 01 会社概要 



3 

01. 会社概要 ～企業情報 

会社名 株式会社インソース 

代表者 舟橋 孝之 

住所 東京都千代田区神田錦町1丁目19番1号 神田橋パークビル5F 

設立 平成14年11月 

資本金 158,829千円（平成28年3月末現在） 

拠点 

事業所・営業拠点：国内１４箇所 

（東京本社・札幌・仙台・駿河台・池袋・渋谷・町田・横浜・名古屋 

 京都・大阪・広島・福岡・就労移行支援事業所ビズステージ） 

関係会社：ミテモ株式会社 

業績 売上高 2,423百万円  /  経常利益 398百万円  （平成27年9月期連結） 

事業内容 

社会人向け教育サービス事業（「『働く』を楽しくする」サービスの提供） 

■講師派遣型研修事業 

■公開講座型事業 

■その他事業 

 ・ｅラーニング・映像制作事業 

 ・システム販売事業 

 ・障がい者就労移行支援事業 

※この２つの事業をもって「研修事業」とします 
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01. 会社概要 ～沿革 

平成14年 東京都千代田区九段下にて株式会社インソース設立 

平成17年 本社を千代田区飯田橋に移転 

平成19年 大阪支社開設 

平成20年 本社を千代田区内神田に移転、九州支社開設 

平成21年 東京本社にセミナールームを開設し、公開講座事業に参入 

平成22年 名古屋支社開設、法人向けチケット制サービス「公開講座割引パック」の販売開始、 
本社を神田錦町に移転 

平成23年 ミテモ株式会社にて教材制作事業などを開始、関東支社開設 

平成24年 公開講座専用の事業場として、千代田区神田小川町に駿河台事業所を開設、 
北海道支社開設、東北支社開設、中四国支社開設 

平成25年 横浜支社開設 

平成26年 人事サポートシステム「Ｌｅａｆ」を発売 

平成27年 就労移行支援事業「Ｂｉｚｓｔａｇｅ」の運営開始、池袋事業所開設、渋谷事業所開設 

平成28年 京都営業所開設、町田事業所開設 
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 ■  経営理念 Philosophy 

 あらゆる人が「働く楽しさ・喜び」を実感できる社会をつくる 

 

 

 

 

 

 

 ■  経営方針 Policy 
   

 ・社会の求めるサービスをいち早く開発し提供する  

 ・あらゆる人にジャストフィットするカスタマイズされたサービスを提供する  

 ・自社業務においても、サービス提供においても、人とITを有効活用し、リーズナブルで 

  あることを追究する  

   ・どのような人でも活躍できる社会の実現を目指し、ダイバーシティを実現する 

インソースがお手伝いできる部分 

 

「社会が活性化する」 
「組織の業績が上がる」 

 
 
 

 

「働きたい人が増える」 
「生産性が上がる」 

  

「働くことが楽しくなる」 
 

01. 会社概要 ～コーポレート・ミッション 
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Chapter 02 環境認識 
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http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/15/dl/1-00.pdf 

http://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/h27/gaiyou/html/
honpen/b1_s02.html 

http://www.stat.go.jp/data/nihon/02.htm 

労働人口の減少を補うためには多様な人材の活躍推進が課題 

女性・シニア・外国人・ＬＧＢＴ等の活躍推進、若年層の早期戦力化 
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※総務省統計局 「日本の統計2016」から作成 

■日本の生産年齢人口（15歳～64歳）の推移予想 

（単位：千人） 

2030年には 
１千万人以上の
労働力が不足 
※2014年比 

02. 環境認識 ～労働参加者の拡大 



0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000 160,000

１位 ルクセンブルク 

2位 ノルウェー 

3位 アイルランド 

4位 米国 

5位 ベルギー 

6位 スイス 

7位 フランス 

8位 オランダ 

9位 オーストリア 

１0位 イタリア 

１2位 ドイツ 

17位 カナダ 

１8位 英国 

2１位 日本 

24位 韓国 

32位 トルコ 

34位 メキシコ 
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http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/15/dl/1-00.pdf 

http://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/h27/gaiyou/html/
honpen/b1_s02.html 

http://www.stat.go.jp/data/nihon/02.htm 

国際競争力の回復のためには労働生産性の向上が課題 

OECD平均 

（単位：USドル） 

■ＯＥＣＤ加盟国と比較した日本の一人当り労働生産性 

※公益財団法人日本生産性本部「日本の生産性の動向2015年版」より 

仕事の効率化、業務改善、マーケティング強化、事業変革 

02. 環境認識 ～労働生産性の向上 

主要先進７か国の
中で日本は最下位 
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①労働人口の減少を補うために、多様な 

 人材の活躍推進が課題  

②国際競争力の回復のために、労働生産性 

 の向上が課題 

わが国を取り巻く環境と課題 

「社会人向け教育サービス事業は成長産業といえる」 

02. 環境認識 ～社会人向け教育サービス事業の意義  
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Chapter 03 業績 



※単位：百万円 
※平成25年９月期までは単体／平成26年９月期からは連結 
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03. 業績 ～売上高と経常利益 

（計画） 
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売上高 

経常利益 

過去５年間を通じて売上高および経常利益の高い伸びを継続 

■売上高と経常利益 

過去5年間での平均成長率が 

売上高で21％増 

経常利益で33％増 
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03. 業績 ～事業別売上高構成比 

公開講座事業とその他事業の売上構成比拡大を計画 

■事業別売上高構成比 

講師派遣型研修 公開講座 その他 講師派遣型研修 公開講座 その他 

平成２７年９月期（実績） 平成２８年９月期（計画） 

76％ 

20％ 

72％ 

21％ 

7％ 4％ 

※単位：百万円 
※平成27年９月期、平成28年９月期とも連結 
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Chapter 04 特徴・強み 
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講師派遣型研修 公開講座 

研修種類 １〃６００種類以上 ９９１種類 

主な顧客 大企業、官公庁 成長企業、外資系企業 

受講人数 １５名以上が基本 １名から参加可能 

受講可能地域 全国どこでも（海外も可） 
国内常設会場８ヶ所、出張開催会場１６ヶ所 
合計計２４ヶ所 ※１ 

研修時間 半日～１ヶ月間で自由設定可 １日コースが中心 

研修の特徴 
・オーダーメイド型研修 
・座学よりワーク中心の内容 
・実践経験の豊富な講師による登壇 

・パッケージ型研修 
・競合他社と比べて低価格 
・リクエスト開催可能 
・会員制組織あり(約3,000社) 

主な販売チャネル 営業担当 ＷＥＢ／営業担当 

年間受講者数 約２８１千人 ※２ 約２２千人 ※２ 

年間実施数 ９〃３７２回 ※２ ２〃８０６回 ※２ 

※１ 平成２８年５月末日現在 
※２ 平成２６年１０月～平成２７年９月 

04. 特徴・強み ～研修事業の概要 
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■特徴１： 多様な研修ニーズへの対応 

  １〃６００種類以上の研修を自社で開発  

■特徴２： 小人数の研修ニーズへの対応 

  一人から参加できる公開講座を全国で展開 

■特徴３： 研修の低価格化への対応 

      研修に関わる業務の分業化とシステム活用により、１研修あたりの原価率を低減 

■特徴４： WEBによるセールス活動 

  Google検索で上位に表示される研修紹介ページが多数あり、WEBからの問合せが多い 

04. 特徴・強み ～研修事業の特徴 
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＜テーマ別＞ 

■コンプライアンス研修 

■メンタルヘルス研修 
 

＜業界別＞ 

■病院・医療業界向け研修  

■スポーツビジネス業界向け研修 

■大学向け研修 

■保育士向け研修  
 

＜時代のニーズに対応した研修＞  

■LGBTが活躍できる職場づくり研修  

■イクボス研修    

■メンター研修 ～外国人社員受け入れ編 

■外国人上司向け研修 ～日本での働き方  

管
理
職
向
け 

中
堅
向
け 

新
人
若
手
向
け 

■上級管理職研修 

■変革リーダー研修 

■段取り研修  
 

 

 

 

■上司を補佐するフォロワーシップ研修 

■オーナーシップ研修 

■ＯＪＴ研修    
 

 

■ビジネス基礎研修 

■１～５年目向け研修  

■壁を乗り越えるための考え方研修  

■あらゆる業界に対応した階層別研修 ■ニッチなニーズにも対応したアラカルト研修 

04. 特徴・強み ～特徴1：多様な研修ニーズへの対応 

社内に研修開発機能を有し、多様な研修ニーズに対応 



多様化・少人数に対応 

1人から受講可、900種類以上の研修 
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社名 価格（1日換算） プログラムの種類 年間開催数 定期開催地 

当社 26,000円／日 991種類（半日～２日、土曜・夜間） 2,800回以上 全国８拠点他 

Ａ社 
定額制 １社
45,000円／月 

150種類（2時間コース、午前～夜間） 約4,000回 東京・大阪・名古屋 

Ｂ社 33,480円／日 260種類（１日コース、午前・夜間） 1,780回 東京・大阪 

Ｃ社 
35,000円～50,000円 
／日 

103種類（１日～３日通い※２日が８割） 244回 全国10箇所 

Ｄ社 
60,000円～70,000円 
／日 

21種類（２日～４日通い・合宿） 110回 東京他、合宿施設 

全国で実施 

常設８拠点、出張開催１６拠点 

低価格 

１日26,000円（割引制度で13,000円～） 

開催頻度が高い 

年間2,800回以上実施 

■公開講座の他社比較  ～１人から受講できる研修 

■公開講座の特徴 

全国で実施する公開講座を通して、少人数の研修ニーズに対応 

04. 特徴・強み ～特徴2：少人数の研修ニーズへの対応 
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04. 特徴・強み ～特徴3：研修の低価格化への対応 

研修に関わる業務の分業とＩＴ活用により、低価格化に対応 

１．研修コンテンツの内製化 ２．登壇に特化した講師の採用 

３．システムによる業務の効率化 ４．問合せ対応主体の効率営業 

当社研修コンテンツを全て自社で開発
し、社内にデータベース化して蓄積。
外注費用がかからず、コンテンツのマ
ルチ活用も自由自在。 

ビジネスの実務経験がある人材を講師
として採用。講師自らが研修コンテン
ツを制作する必要がなく、登壇業務に
専念できる。 

営業活動から研修実施までのプロセス
を自社開発のシステムで管理。複雑な
研修業務を分業体制でもミスなく実施
できる体制を確立。 

ＷＥＢ上にすべての研修プログラムの
詳細情報を掲載。デジタルマーケティ
ングによる販促活動とあわせ、問合せ
ベースでの効率的な営業活動を行う。 
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■研修プログラム例 

Google検索で「研修＋キーワード」で検索される

ページで、表示順位が１位のものが１２３ページ 

※平成28年2月末日 当社調べ   

ＷＥＢでの情報発信を通じて問合せベースでの営業活動を促進 

04. 特徴・強み ～特徴4：WEBによるセールス活動 
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●システム販売事業 

※ データはいずれも2016年５月末時点 

●ｅラーニング・映像制作事業 

●障がい者就労移行支援事業 

・理念浸透支援  ・社内マニュアル用スライド制作  ・CS改善支援 等 

■障がい者就労移行支援事業「Ｂｉｚｓｔａｇｅ」…２０１５年２月開業 

 障がい者の就労支援を通じた労働人口の拡大 
 

■定額制ｅラーニングシステム「ＳＴＵＤＩＯ」 

 月額税込３０２円で１００本以上のコンテンツが見放題 
 

■映像、媒体制作サービス 

 研修ノウハウとビジュアルコンテンツ制作力を融合し、早期の人材育成を支援 

■人事サポートシステム「Ｌｅａｆ」 

 煩雑な業務を効率化、より生産性向上を支援 

・研修業務を一元的に管理 

・プライバシーに配慮したストレスチェックができる国内唯一のシステム（特許出願中／出願番号：2015-232054） 

・目標管理  ・社内テスト（自動採点機能付） ・通信添削 等 

04. 特徴・強み ～その他事業の特徴 

研修をさらに効果的に活かすための様々な教育サービスを提供 
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Chapter 0５ 今後の成長戦略 
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■取引先数 

※総務省統計局「平成26年度経済センサ

ス-基礎調査」と厚生労働省「平成26年度

能力開発基本調査」から作成 

（公的セクターを含む国内の事業所数に

OFF-JTの実施実績のある先の割合を掛け

合わせて算出） 

※当社の取引社数：2003年6月1日～

2015年９月30日に研修等当社サービスの

申込みを受けた先の累計 

当社の累計取引先数

13,732社 （7.1%) 

■外部委託の研修（ＯＦＦ－ＪＴ）に支出した費用の労働者一人当たり平均額と当社売上高の関係 

2008.9   
リーマン
ショック 

※厚生労働省「能力開発基本調査」から作成 
※売上高：同年９月期 
※OFF-JT支出費用：同年４月から翌年３月まで 

外部委託の研修
（OFF－JT）実績の 
ある全事業所数 

約193千社 

外部委託の研修
（OFF－JT）に投じ
る年間費用の総額 

約3,360億円 

当社の売上高 

24億円 （0.7%) 
■市場占有率 

※総務省統計局「平成26年度経済センサ

ス-基礎調査」と厚生労働省「平成26年度

能力開発基本調査」から作成 

（OFF-JTの実施実績のある従業員数に、

OFF-JTに投じる一人当り平均費用を掛け

合わせて算出） 

※当社の売上高：2014年10月1日～2015

年９月30日の当社グループの売上高 

景気変動に伴う 
教育投資意欲の 
増減に関らず、 
売上が拡大 

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2013年 2012年 2015年 2014年 

1人当たりの支出費用     当社売上高      

2011.3    
東日本 
大震災 

05. 今後の成長戦略 ～市場開拓の余地 
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講師派遣型
研修 

公開講座 

システム 
販売事業 
（ＩＴサービ
ス事業） 

ｅラーニン
グ・映像制
作事業 

就労移行 
支援事業 
（福祉事業） 

■首都圏・近畿圏での営業人員増 

  人口４００万人～５００万人に１事業所とし、全国２０拠点体制に持っていく 

■成長分野研修コンテンツの拡大 

  女性・障がい者等の活躍支援、変革を担える人財育成、コーポレート・ガバナンス等の開発を加速 

■デジタルマーケティング強化 

  営業効率化と集客増をはかり、収益体質を強化していく 

■公開講座常設セミナールームの拡充、会員化強化 
 

■人事サポートシステムは営業人員増で売上拡大を目指す 

■生産性改善を支援する新サービスを開発、投入方針 

■組織内向け媒体制作事業を新たに開始 

  組織理念の徹底や競争力強化のための、デザイン性の高い媒体制作 

■企業内のメンタルヘルス不調者にシフト 

（うつからの復帰支援など） 

05. 今後の成長戦略 ～事業別の戦略 



公開講座事業 

その他事業 
・インナープロ―モーション 
 （ｅラーニング・映像事業） 
・ＩＴサービス 
 （システム販売事業） 
・福祉事業 
 （就労移行支援事業） 

現在 

＜ステージ１＞ 
研修事業の成長 

＜ステージ２＞ 
研修事業 

＋社会の求めるサービスを拡充 
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講師派遣型事業 

05. 今後の成長戦略 ～成長の全体イメージ 

将来 


